
宝塚市訪問型サービスＢ補助事業実施要綱 

 

（目的） 

第１条 宝塚市訪問型サービスＢ補助事業（以下「補助事業」という。）は、地域で生活

支援活動を実施する団体に対して、宝塚市訪問型サービスB補助金（以下「補助金」と

いう。）を交付することにより、生活支援活動等の地域における高齢者の日常的な生活

支援ニーズに対応するとともに、地域における多様な支え合いの体制づくりを推進する

ことを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

（１） 高齢者 ６５歳以上の者をいう。 

（２） 居宅要支援被保険者 介護保険法（平成９年法律第１２３号）（以下「法」とい

う。）第９条に規定する第１号被保険者（以下「第１号被保険者」という。）及び

法同条に規定する第２号被保険者（以下「第２号被保険者」という。）であって、

法第３２条に規定する要支援認定を受けた者をいう。 

（３） 事業対象者 第１号被保険者であって、厚生労働大臣が定める基準（平成２７年

厚生労働省告示第１９７号）に掲げる様式第１の記入内容が同基準様式第２号に掲

げるいずれかの基準に該当した者をいう。 

（４） 継続利用要介護者 介護給付を受ける前から介護予防・生活支援サービス事業を

利用する居宅要介護被保険者をいう。 

（５） 生活支援活動 第２号から第４号に定める者に対して実施する生活援助サービス

等をいう。 

（６） 補助事業 第５号に定める生活支援活動を本市からの補助金を受けて実施するも

のをいう。 

（７） 団体 補助事業を実施しようとする団体で、５人以上で構成し、かつ暴力団員及    

   び暴力団密接関係者（宝塚市暴力団の排除の推進に関する条例（平成２４年宝塚市   

   条例第６号）第２条第２号に規定する暴力団員及び同条第３号に規定する暴力団密 

接関係者をいう。以下同じ。）を含まないものをいう。 

（８） メンバー 団体の構成員をいう。 

（９） 利用者 第２号から第４号に定める者で、団体が実施する生活支援活動を利用す

る者をいう。 

（10） 生活支援アシスタント 本市が実施する訪問型サービスＢ生活支援アシスタント

養成研修を修了した者をいう。 

（団体の構成） 

第３条 団体は、次の各号に定める要件を備えなければならない。 



（１）地縁団体、任意団体又は非営利法人であって、営利を目的とした活動を行わない団

体であること。 

（２）特定の地縁団体、任意団体又は非営利法人に加入していることなどを利用条件とす

ることなく、活動を実施する圏域において、生活支援活動を希望する居宅要支援被保険

者、事業対象者及び継続利用要介護者を対象としている団体であること。 

（３）メンバーの全員が訪問型サービスＢ生活支援アシスタント、又は、本市もしくは他

都市が実施する介護予防・生活支援サービス事業従事者（基準緩和型訪問サービスの従

事者）、訪問介護員であること。 

（４）利用者のうち、居宅要支援被保険者及び事業対象者については、その利用者が居住

する地域を担当する地域包括支援センター等と適宜連絡調整を図ること。 

（５）利用者のうち、継続利用要介護者については、その利用者を担当する居宅介護支援

事業所と適宜連絡調整を図ること。 

（６）利用者の個人情報（個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号)第２条

第１項に規定する個人情報をいう。以下同じ。）及び死者に関する情報（死者に関する

情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の死者が

識別することができるもの（他の情報と容易に照合することができ、それにより特定の

個人を識別することができることとなるものを含む。））は、漏えい、滅失又はき損し

ないよう適切に管理し、補助事業以外の目的には使用しないこと。また、個人情報の取

得に当たっては利用目的を明示し、本人の同意を得たうえで取得すること。 

２ 団体は次の各号に定めるものを行ってはならない。 

（１）介護保険事業を実施することを目的として、法に規定するサービス提供に係る指定

を受けること。 

（２）その他事業の趣旨に適合しないと認められる活動を実施すること。 

（生活支援活動の利用者） 

第４条 補助事業の対象となる利用者は、次の各号に掲げる者で、宝塚市の第１号被保険

者又は第２号被保険者の資格を有するものとする。 

（１）居宅要支援被保険者 

（２）事業対象者 

（３）継続利用要介護者 

（生活支援活動の内容） 

第５条 補助事業の対象となる生活支援活動は、第４条に定める対象者に対して行う次の

各号に掲げる活動をいう。 

（１）平成12年３月17日付老計第10号「訪問介護におけるサービス行為ごとの区分等につ

いて」に規定する家事援助（生活援助） 

（２）その他市長が必要と認めるもの 

 



（利用の申し込み） 

第６条 団体は、利用者に対して生活支援活動を提供するにあたり、利用者から訪問型サ

ービスＢに係る利用申込を受けるものとする。 

２ 団体は、前項の申込のあった生活支援活動の内容及び頻度等のうち、提供が可能な

内容等を利用者に伝達するものとする。 

（利用者負担額） 

第７条 団体が利用者に対して生活支援活動を提供した場合の利用者負担額については、

活動１回につき５００円とする。 

２ 団体が第１項に規定する利用者負担額を徴収する場合にあっては、利用者に対して

その利用者負担額を記載した領収書を交付しなければならない。 

（実施記録） 

第８条 団体が利用者に対して生活支援活動を提供した場合は、その提供の都度、訪問型

サービスＢ活動記録（様式第５号の１）にその提供内容等を記載するとともに、利用者

にその記載内容の確認のための署名を得るものとする。 

（補助対象経費） 

第９条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、次の各号に

掲げる経費とする。 

（１）コーディネーター人件費 

（２）従事者謝礼金 

（３）備品購入費 

（４）消耗品費 

（５）印刷製本費 

（６）通信費 

（７）保険料 

（８）使用料及び賃借料 

（９）その他市長が必要と認めるもの 

（補助事業の実施期間） 

第１０条 補助事業の実施期間は、次の各号に掲げる期間とし、各期間の途中で補助事業

を開始した場合には、当該期間の末日までを補助事業の実施期間（以下、「実施期間」

という。）とする。 

（１）第１四半期 ４月から６月まで 

（２）第２四半期 ７月から９月まで 

（３）第３四半期 １０月から１２月まで 

（４）第４四半期 １月から３月まで 

（補助金及び上限額） 

第１１条 交付する補助金の額は、予算の範囲内において、１，０００円に前条に規定す



る実施期間ごとに、生活支援活動を提供した回数を乗じて得た額とする。この場合にお

いて、訪問型サービスＢ補助事業にかかる補助金の額は、実支出金額を超えることがで

きない。 

２ 前項の回数を算定するにあたっては、利用者ごとに地域包括支援センター等が作成

する介護予防サービス計画書に位置付けられた回数を上限とする。 

（補助対象団体認定申請） 

第１２条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、補助事業を

実施する１月前までに、次の各号に掲げる書類を、市長に提出するものとする。 

（１）宝塚市訪問型サービスＢ補助対象団体認定申請書（様式第１号） 

（２）宝塚市訪問型サービスＢ団体構成員名簿（様式第１号別紙） 

（３）宝塚市訪問型サービスＢ生活支援アシスタント養成研修修了証、又は、本市もしく

は他都市が実施する介護予防・生活支援サービス事業従事者（基準緩和型訪問サービス

の従事者）、訪問介護員であることを証する書類の写し 

（補助対象団体認定決定等） 

第１３条 市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査の上、当該団体の補助対

象団体としての認定の可否を決定し、宝塚市訪問型サービスＢ補助対象団体認定（非認

定）決定通知書（様式第２号）により、申請者に通知するものとする。この場合におい

て、市長は、事業の目的を達成するために必要な条件を付すことができる。 

２ 前項で認定団体として決定した団体については、その団体が提供する生活支援活動

の内容等を本市が広く情報公開するものとする。 

（変更等の手続） 

第１４条 申請者は、第１２条の申請に係る申請事項を変更しようとするとき又は補助事

業を中止若しくは廃止しようとするときは、宝塚市訪問型サービスＢ補助対象団体変更

等承認申請書（様式第３号）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

（変更等の承認） 

第１５条 市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査の上、変更等の可否を決

定し、宝塚市訪問型サービスＢ補助対象団体変更等承認（不承認）決定通知書（様式第

４号）により、申請者に通知するものとする。この場合において、市長は、事業の目的

を達成するために必要な条件を付すことができる。 

（実施報告） 

第１６条 団体認定の決定を受けた申請者は、補助事業を完了又は廃止したときは、宝塚

市訪問型サービスＢ実施報告書（様式第５号）、宝塚市訪問型サービスＢ活動記録（様

式第５号の１）、宝塚市訪問型サービスＢ収支報告書（様式第５号の２）及び宝塚市訪

問型サービスＢ補助金交付申請書（様式第６号）を、第１０条に定める実施期間の最終

日又は事業の廃止の日から１４日以内に、市長に提出するものとする。 

 



（補助金額の確定） 

第１７条 市長は、前条の実施報告書及び交付申請書の提出を受けたときは、その内容を

審査の上、交付する補助金の金額を確定し、宝塚市訪問型サービスＢ補助金交付額決定

通知書（様式第７号）により、申請者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第１８条 前条の通知を受けた申請者は、宝塚市訪問型サービスＢ補助金交付請求書（兼

受領委任状）（様式第８号）を、市長へ提出するものとする。 

（補助事業の経理等） 

第１９条 申請者は、補助事業の経費については、帳簿及び全ての証拠書類を備え、他の

経理と明確に区分して経理し、常にその収支の状況を明らかにしておかなければならな

い。 

２ 申請者は、前項の帳簿及び証拠書類を補助事業の完了又は廃止の日から５年間保存

しなければならない。 

（交付決定の取消し） 

第２０条 市長は、偽りその他不正の手段によって交付決定を受けた者があると認めると

きは、当該交付決定を取り消すことができる。この場合において、既に支払済みの補助

金があるときは、市長は、期限を定めてその全部又は一部の返還を命ずることができる

ものとする。 

（実施の細則） 

第２１条 この要綱に定めるもののほか、この事業の実施について必要な事項は、市長が

定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

（要綱の失効） 

２ この要綱は、令和９年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日以前にこの要綱

の規定に基づきすでになされた交付申請に係る補助金の交付に関しては、同日以後も、この

要綱は、なおその効力を有する。 


